
議案第３３号

専決処分の承認を求めることについて

（平成２９年度向日市一般会計補正予算（第８号 ））

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分（平成２９年度向日市一般会計補正

予算（第８号 ）したので、同条第３項の規定により、これを報告）

し、承認を求める。

平成３０年５月２８日提出

向日市長 安 田 守



専 決 処 分 書

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。

平成２９年度向日市一般会計補正予算（第８号）

平成３０年３月３０日

向日市長 安 田 守



平成２９年度向日市一般会計補正予算（第８号）

平成２９年度向日市一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４６３，９８４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ１９，６５２，７０１ る。千円とす

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は 「第２表 繰越明許費補正」による。、

（地方債の補正）

第３条 地方債の追加及び変更は 「第３表 地方債補正」による。、

平成３０年３月３０日

安 田 守向日市長



（歳　入） (単位：千円）

1 市 税 7,400,000 170,000 7,570,000

1 市 民 税 3,290,000 125,000 3,415,000

2 固 定 資 産 税 3,172,400 45,000 3,217,400

2 地 方 譲 与 税 82,000 2,751 84,751

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 23,000 1,557 24,557

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 59,000 1,194 60,194

3 利 子 割 交 付 金 16,000 △ 665 15,335

1 利 子 割 交 付 金 16,000 △ 665 15,335

4 配 当 割 交 付 金 59,000 △ 1,763 57,237

1 配 当 割 交 付 金 59,000 △ 1,763 57,237

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 32,000 24,937 56,937

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 32,000 24,937 56,937

6 地 方 消 費 税 交 付 金 790,000 44,013 834,013

1 地 方 消 費 税 交 付 金 790,000 44,013 834,013

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 22,000 12,787 34,787

1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 22,000 12,787 34,787

8 地 方 特 例 交 付 金 46,000 643 46,643

1 地 方 特 例 交 付 金 46,000 643 46,643

9 地 方 交 付 税 2,382,000 249,372 2,631,372

1 地 方 交 付 税 2,382,000 249,372 2,631,372

10 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 9,500 △ 2,088 7,412

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項



(単位：千円）

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 9,500 △ 2,088 7,412

13 国 庫 支 出 金 3,462,686 2,159 3,464,845

1 国 庫 負 担 金 2,475,107 2,159 2,477,266

14 府 支 出 金 1,271,036 15,615 1,286,651

1 府 負 担 金 837,581 15,615 853,196

16 寄 附 金 59,000 5,760 64,760

1 寄 附 金 59,000 5,760 64,760

17 繰 入 金 770,450 △ 500,000 270,450

1 基 金 繰 入 金 738,965 △ 500,000 238,965

18 繰 越 金 326,905 405,836 732,741

1 繰 越 金 326,905 405,836 732,741

20 市 債 1,660,200 34,627 1,694,827

1 市 債 1,660,200 34,627 1,694,827

799,940 799,940

19,188,717 463,984 19,652,701

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項



（単位：千円）

2 総 務 費 2,249,169 450,892 2,700,061

1 総 務 管 理 費 1,809,210 450,892 2,260,102

3 民 生 費 8,894,802 13,092 8,907,894

1 社 会 福 祉 費 4,142,420 13,092 4,155,512

8,044,746 8,044,746

19,188,717 463,984 19,652,701

（歳　出）

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



 

 

                                                  
第 ２ 表   繰 越 明 許 費 補 正 

 
＜追 加＞ 
 
                         （単位：千円） 

款 項 事 業 名 金 額 

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 
都 市 再 生 整 備 計 画 事 業 １４７，６１０ 

市 役 所 別 館 及 び 西 別 館 改 修 事 業 ３，５１８ 

３ 民 生 費 ２ 児 童 福 祉 費 

第 ２ 保 育 所 建 替 整 備 事 業 
（ 第 １ 期 解 体 工 事 ） 

８，０８９ 

あ ひ る が 丘 保 育 園 整 備 補 助 事 業 １４９，４１２ 

８ 土 木 費 

２ 道 路 橋 梁 費 市 道 路 改 良 事 業 ４１,３８８ 

４ 都 市 計 画 費 

ま ち づ く り 計 画 作 成 支 援 事 業 ３，４９９ 

Ｊ Ｒ 向 日 町 駅 東 口 開 設 推 進 事 業 ９２，６２２ 

スマートインターチェンジ開設推進事業 １４，０００ 

阪 急 京 都 線 連 続 立 体 交 差 推 進 事 業 １５，０００ 

牛 ケ 瀬 勝 竜 寺 線 整 備 事 業 ４，４００ 

都 市 計 画 調 査 事 業 ４９７ 

桂 寺 戸 線 整 備 事 業 ７８，０００ 

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 第 ２ 向 陽 小 学 校 プ ー ル 改 修 事 業 １０，９７０ 

 



＜追　加＞

（単位：千円）

減 収 補 て ん 債 6,200

　証券発行の場合におい
て発行価格が額面金額を
下回るときは、その発行
価格差減額を埋めるため
に必要な金額を限度額に
加算した額

　政府資金又は民間資金
等（証書借入又は証券発
行。ただし、証券発行の
方法による場合において
は、発行価格は額面金額
１００円につき９９円以
上とする。）

      6.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体
金融機構資金につい
て、利率の見直しを
行った後においては、
当該見直し後の利率）

　政府資金については、その融通条件に
より、銀行その他の場合には、その債権
者と協定するものとする。ただし、市財
政の都合により据置期間及び償還年限を
短縮し、又は繰上償還若しくは低利に借
換えすることができる。

第　３　表　　　　地　　方　　債　　補　　正

起　債　の　目　的 限　　度　　額 起　債　の　方　法 利　　率 償　還　の　方　法



＜変　更＞

（単位：千円）

臨 時 財 政 対 策 債 801,000 829,427

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

起　債　の　目　的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

利 率

　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ
る。

償還の方法

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において
は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす
る。）

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ
る。

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において
は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす
る。）

限 度 額 起債の方法 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利 率



平 成 ２ ９ 年 度 向 日 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（第 ８ 号）

事 項 別 明 細 書



    歳　入
(款)  1  市税 7,570,000 (項)  1  市民税 3,415,000 （単位：千円）

 1 個人 3,013,000 100,000 3,113,000  1 現年度課税分 100,000 所得割 100,000  

 2 法人 277,000 25,000 302,000  1 現年度課税分 25,000 法人税割 25,000  

3,290,000 125,000 3,415,000

(款)  1  市税 7,570,000 (項)  2  固定資産税 3,217,400

 1 固定資産税 3,150,000 45,000 3,195,000  1 現年度課税分 45,000 土地 15,000

家屋 15,000  

償却資産 15,000  

3,172,400 45,000 3,217,400

(款)  2  地方譲与税 84,751 (項)  1  地方揮発油譲与税 24,557

 1 地方揮発油譲与税 23,000 1,557 24,557  1 地方揮発油譲与税 1,557 地方揮発油譲与税 1,557

23,000 1,557 24,557

(款)  2  地方譲与税 84,751 (項)  2  自動車重量譲与税 60,194

 1 自動車重量譲与税 59,000 1,194 60,194  1 自動車重量譲与税 1,194 自動車重量譲与税 1,194

59,000 1,194 60,194

(款)  3  利子割交付金 15,335 (項)  1  利子割交付金 15,335

 1 利子割交付金 16,000 △665 15,335  1 利子割交付金 △665 利子割交付金 △665

16,000 △665 15,335

(款)  4  配当割交付金 57,237 (項)  1  配当割交付金 57,237

 1 配当割交付金 59,000 △1,763 57,237  1 配当割交付金 △1,763 配当割交付金 △1,763

59,000 △1,763 57,237

(款)  5  株式等譲渡所得割交付金 56,937 (項)  1  株式等譲渡所得割交付金 56,937

 1 株式等譲渡所得割交付金 32,000 24,937 56,937  1 株式等譲渡所得割交付金 24,937 株式等譲渡所得割交付金 24,937

32,000 24,937 56,937計

計

計

計

計

計

計

説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額



(款)  6  地方消費税交付金 834,013 (項)  1  地方消費税交付金 834,013 （単位：千円）

 1 地方消費税交付金 790,000 44,013 834,013  1 地方消費税交付金 44,013 地方消費税交付金 44,013  

790,000 44,013 834,013

(款)  7  自動車取得税交付金 34,787 (項)  1  自動車取得税交付金 34,787

 1 自動車取得税交付金 22,000 12,787 34,787  1 自動車取得税交付金 12,787 自動車取得税交付金 12,787

22,000 12,787 34,787

(款)  8  地方特例交付金 46,643 (項)  1  地方特例交付金 46,643

 1 地方特例交付金 46,000 643 46,643  1 地方特例交付金 643 地方特例交付金 643

46,000 643 46,643

(款)  9  地方交付税 2,631,372 (項)  1  地方交付税 2,631,372

 1 地方交付税 2,382,000 249,372 2,631,372  1 地方交付税 249,372 普通交付税 179,766

特別交付税 69,597  

震災復興特別交付税 9  

2,382,000 249,372 2,631,372

(款) 10  交通安全対策特別交付金 7,412 (項)  1  交通安全対策特別交付金 7,412

 1 交通安全対策特別交付金 9,500 △2,088 7,412  1 交通安全対策特別交付金 △2,088 交通安全対策特別交付金 △2,088

9,500 △2,088 7,412

(款) 13  国庫支出金 3,464,845 (項)  1  国庫負担金 2,477,266

 1 民生費国庫負担金 2,472,013 2,159 2,474,172  1 社会福祉費負担金 2,159 国民健康保険基盤安定国庫負担金 2,159

2,475,107 2,159 2,477,266

(款) 14  府支出金 1,286,651 (項)  1  府負担金 853,196

 1 民生費負担金 836,034 15,615 851,649  1 社会福祉費負担金 9,133 国民健康保険基盤安定府負担金 9,133

 2 老人福祉費負担金 6,482 後期高齢者医療保険基盤安定府拠出金 6,482  

837,581 15,615 853,196

計

計

計

計

計

計

計



(款) 16  寄附金 64,760 (項)  1  寄附金 64,760

 2 総務費寄附金 1,000 5,415 6,415  1 総務管理費寄附金 5,415 ふるさと向日市応援寄附金 5,415

 3 民生費寄附金 8,000 345 8,345  1 社会福祉費寄附金 345 社会福祉事業指定寄附金 345  

59,000 5,760 64,760

(款) 17  繰入金 270,450 (項)  1  基金繰入金 238,965

 1 基金繰入金 738,965 △500,000 238,965  1 財政調整基金繰入金 △500,000 財政調整基金繰入金 △500,000

738,965 △500,000 238,965

(款) 18  繰越金 732,741 (項)  1  繰越金 732,741

 1 繰越金 326,905 405,836 732,741  1 繰越金 405,836 前年度繰越金 405,836

326,905 405,836 732,741

(款) 20  市債 1,694,827 (項)  1  市債 1,694,827

 4 臨時財政対策債 801,000 28,427 829,427  1 臨時財政対策債 28,427 臨時財政対策債 28,427

10 減収補てん債 0 6,200 6,200  1 減収補てん債 6,200 減収補てん債 6,200  

1,660,200 34,627 1,694,827

計

計

計

計

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　                  明
区　　分 金　　額



    歳　出
(款)　 2  総務費 (項)　 1  総務管理費 2,260,102 （単位：千円）

 5 財産管理費 329,773 445,477 775,250 445,477 25 積立金 445,477 １　財産管理費 445,477  

  25  公共施設整備基金積立金 445,477  

 7 企画費 400,442 5,415 405,857 5,415 25 積立金 5,415 ７　ふるさと向日市応援基金積立  

　　金費 5,415  

  25  ふるさと向日市応援基金積  

      立金 5,415  

特定財源内訳  

　ふるさと向日市応援寄附金 5,415  

1,809,210 450,892 2,260,102 5,415 445,477

(款)　 3  民生費 (項)　 1  社会福祉費 4,155,512

 1 社会福祉総務 1,062,013 4,449 1,066,462 11,292 345 △7,188 25 積立金 345 ７　社会福祉基金積立金費 345

費 28 繰出金 4,104   25  社会福祉基金積立金 345  

８　国民健康保険事業費 4,104  

  28  繰出金 4,104  

特定財源内訳  

　国民健康保険基盤安定国庫負担  

　金 2,159  

　国民健康保険基盤安定府負担金 9,133  

　社会福祉事業指定寄附金 345  

 2 老人福祉費 1,351,378 8,643 1,360,021 6,482 2,161 28 繰出金 8,643 ４　後期高齢者医療費 8,643  

  28  繰出金 8,643  

特定財源内訳  

　後期高齢者医療保険基盤安定府  

　拠出金 6,482  

4,142,420 13,092 4,155,512 17,774 345 △5,027

目

2,700,061

区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

計

8,907,894

計

補正前の額
金   額

国府支出金 地方債 その他

節



※　地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書
（単位：千円）

1 5,251,817 5,334,026 859,200 0 859,200 416,549 5,776,677

(1) 総 務 403,858 429,858 324,200 － 324,200 13,855 740,203

(2) 民 生 416,853 388,747 － － － 30,558 358,189

(3) 衛 生 11,500 24,400 － － － 2,871 21,529

(4) 土 木 1,822,858 1,804,713 161,300 － 161,300 156,359 1,809,654

(5) 消 防 23,703 13,696 － － － 4,670 9,026

(6) 教 育 2,573,045 2,672,612 373,700 － 373,700 208,236 2,838,076

2 9,457,741 9,630,858 801,000 34,627 835,627 629,422 9,837,063

382,607 317,896 － － － 65,460 252,436

40,294 20,348 － － － 20,348 －

8,994,222 9,251,297 801,000 28,427 829,427 536,208 9,544,516

40,618 41,317 － 6,200 6,200 7,406 40,111

合    計 14,709,558 14,964,884 1,660,200 34,627 1,694,827 1,045,971 15,613,740

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

普 通 債

当該年度中元金
当 該 年 度 末

当該年度中起債見込額

当該年度中増減見込み前 年 度 末

現 在 高 現 在 高

そ の 他

区 分
前 々 年 度 末

減 税 補 て ん 債

減 収 補 て ん 債

現在高見込額補正前 の額 補 正 額 計 償 還 見 込 額


